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麻 田 四 郎
(1)
ここ数年間世界経済は,国 際流動性問題,ケ ネデ ィ・ラウソド,国連貿易
開発会議 と,き わめて目まぐる しく動いている。世界経済がいまや重大な岐
路に立 っているとい う直感は,万 人のひ としく抱 くところであるが,そ のよ
うな現状の理解 ・評価については,論 者の意見は必ず しも一致 しないように
思われ る。本書は世界経済の現実について,著 者自身の理解の仕方を卒直に
提示するものであるが,著 者が著者だけに,わ れわれの興味は大いに刺激 さ
れ るのである。
著者については改めて紹介の必要はない。 すでに多数の独創的著作(その
相当数が邦訳されている)を 発表 し,国 際経済学のみな らずひろく理論経済学
の分野で優れた業績をあげつつある第1級 の理論家であ り,本書はその理論
家のいわば時事評論である。われわれが本書に特別の期待をよせ るのも当然
であろう。
本書は次の5章 より構成され,著 者が1964年2月にカナダで行なった3回
連続講演の草稿を基礎に した100ペー ジそ こそ この小冊だが,そ れだけに論
旨明解で,問 題の核心を的確にえ ぐり出 してい る。以下本書の議論の大要を
紹介 しよう。
第1章 序 論
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第2章 理論的 ・歴史的背景
第3章 国際通貨機構
第4章 国際貿易協定
第5章 発展途上国の諸問題
(2)
第1章 は世界 経済の現状 に対す る著者の分析視点を 明 らかにす る。現在 の
世界経済体制 は,国 際通貨基金(IMF),ガ ッ ト(GATT)お よび世界
銀行(IBRD)を 中核 的組織機 関 とす る,い わゆ る ブ レ トン ・ウッズ体制
で あるが,こ の ブ レ トソ ・ウッズ体制 が最近 とみに世界経済の諸問題 に うま
く対処 しえ な くな り,今 後 この体制 を ど うすべ きかについて,現 在 深刻 な議
論がかわ され てい る。そ の問題 の内容 につ いては,第3章 以下で取扱われ る
が,本 章で著者は現体制 につ いて,次 の3つ に分類 しうる国際世論の分裂を
卒直 に指摘す る。第1の グル ープは,ア メ リカを中心 とす るア ソグロサ クソ
ソ諸 国であ り,現 在の諸 問題 に対処す るには,現 体制を補修 ・強化すれ ば足
りるとい う立場 を とる。第2の グル ープは,フ ラ ソスを中心 とす るEEC諸
国であ り,現 体制 を もって米英 中心 の世界経済 を維持 ・温存す るための もの
と考 え,今 後の世界経済 を円滑に運営す るためには,EEC諸 国の発言力が
大 き く作用す る よ うに,現 体制 を ドラス テ ィックに改変 しなけれぽ な らない
,と 主張す る。 第3は,プ レビ ッシ ュを指 導者 とす る発 展途上諸 国(低 開発
諸国)グ ル ープであ り,現 体制 を もって 先進工業 国中心 の体制 と考 え,国 連
の諸機関 におけ る多数の力に よって現体制 を発 展途上 国に有利に改変 せ しむ
べ きだ,と 考 えている。著者の この よ うな分類 は,各 グル ープの内部にそれ
ぞれ意見の 不一致が み られ る とはいえ,基 本的には 承認 し うると ころで あ
ろ う。
第2章 は,現 ブ レ トソ ・ウヅズ 体制 の 経済理論 とその 歴 史的 背景 を 説 明
し,著 者の理 論的立場を明 らか にす る。
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まず著老は,現 体制 は 自由貿 易の拡大 を 目指す ものであ るが,そ の妥当性
は比較生産費説 に よって裏付け られ る,と 明確に主張 す る。 この主張 は重要
であ る。 とい うのは,比 較生産費 一自由貿易論は,し ば しば,そ れ が静態的
な性格 である とい う理 由か ら一2発展の遅れ た諸 国(19世紀のアメリカ,ドイツ,
現在における発展途上国)か ら批判 され るけれ ども,著 者 は そ の批判 を 拒否す
るので ある。著者 は,動 態 的に考 え るな らば,自 由貿 易は諸 国の発 展を一層
強力に促進 す るものだ と考 え る。す なわ ち,自 由貿 易 ・自由競争 は資本蓄積
を促進せ しめ,新 しい資源や労働 に対す る需要圧 力を通 じて,一 国の発 展を
他国に伝播 させ るか らであ る。 この よ うな 著者 の 立場 は,古 典派貿易 理論
の 「動態 的利 益」を重視す る ミル,ハ ーバ ラーの立場 を継承す るもの といえ
よ う(G.M.Meier,Inte7nationαlTraaean4Development,1963,pp.154-
159,麻田 ・山宮訳 『国際貿易 と経 済発展』 昭40.ダ イヤモ ン ド社.193～
198ペー ジ参 照)。
しか し,た とえ 自由貿 易が諸 国の発展に大 き く貢献す る ものであ ると して
も,そ の発展 促進効果 が十分発揮 され るためには,安 定 した国際通貨制度 が
確立 され,十 分 な国際流動性 が供給 され なけれ ばな らない。けだ し,もしそ う
で なけれ ぽ,諸 国は 国際収 支の ア ソバ ラ ンスの修正 を,い わ ゆ る国際収支 調
整 メカニズムの機能 に まかせ る余 裕 を もつ ことがで きな くな り,雇 用水準 の
維持,さ らには成長政策 の実行が不可能に なって,自 由貿 易か らの離脱 を余
儀 な くされ るか らであ る。その意味 において,第1次 大戦後 の国際通貨制度
は失敗であ り,そ のために 自由貿 易体制 が崩壊 した,と い うことがで きる。
まず第1次 大戦後 の金本位復帰は,貨 幣用金の供 給不足 に よって金為替本位
制(実 質的にはポンド為替制)を 招 いた。 さ らに,ポ ソ ドの 過大評価 に もとつ
くイギ リスの 慢性的不況 と ア メ リカの 発展に もとつ く国際 金融市場 の多元
化,そ れ らの総 合結果 と しての国際通貨に対す る信認 の喪失 と資本逃避 の発
生,そ して大不況 と保護貿 易の蔓延,と い うのが第1次 大戦後 の世界経済 が
辿 った過程であ った。第2次 大 戦後の プレ1一ン ・ウヅズ体制 は,そ の よ うな
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苦 い経験 を生か して,自 由貿 易の 円滑 な運営 を実現 させ るた めの基礎条件 を
整備 しよ うとす るものにほか な らない。
この よ うな 目的を もつ ブ レ トソ ・ウ ッズ体制 の3本 柱,国 際通貨基金,ガ
ッ ト,世 界銀行が,そ の後 どの よ うな問題に直面 し,ど の よ うな推移をた ど
り,ど の よ うな 方 向に 進 ま うとして い るか 。 それ が以下の 各章の内容 であ
る。
(3)
第3章 は,国 際通貨基金をめ ぐる諸問題を取上げる。国際通貨基金は戦前
の苦い経験にかんがみ,国 際収支赤字国に対す る信用供与,黒 字国に対する
調整義務負担(稀少通貨宣言措置),為 替引下げ競争の防止,資 本逃避の抑制
を 目的 として設立されたが,戦 争直後の異常な世界経済は,国 際通貨基金の
正常な活動を不可能に した。すなわち,ヨ ーロヅパ諸国の戦災復興を主要原
因とする世界経済のアンバランス,膨 大な ドル不足は,資 金に限 りのある国
際通貨基金の手におえるところではなか った。そ こで ヨーロッパ経済の復興
は,マ ーシャル ・プラソとい う国際通貨基金 とは別のチ ャンネルを通 じて行
なわれ ることとなった。その間,米 ドルが金にかわる対外支払準備 として諸
国に利用 された ことは,国 際流動性の供給増加 と同 じ効果をもち,各 国経済
の復興促進 と世界貿易の発展に大き く貢献 したが,し か しその反面,国 際通
貨制度に ドル為替本位の性格を与えることになった。 ドル為替本位には,か
つての金為替本位の場合 と同じ欠陥がつ きまとう。 この ことは,ヨ ーロッパ
再建の一段落,そ の通貨の交換性回復,ア メリカ国際収支の赤字傾向の顕在
化 とともには っきりしてきた。アメリカ国際収支の赤字は,ヨ ーロヅパ経済
の再建,通 貨交換性の回復にもとつ く資本移動の促進のみならず,ア メ リカ
自身の国内イ ソフレ政策,軍 事的 ・経済的対外援助の結果ともみ られ るもの
であって,世 界経済の拡大に見合 う国際流動性の供給 とい う見地か らは,そ
の赤字傾向(ドル残額の累積)は望 しいとはいえ,同 時にそれは,ド ルに対す
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る信認 を切崩 して,ド ルに基礎 をお く国際通貨制(ド ル為替本位制)自 体 を危
くす るとい う,根 本 的な矛盾を もってい る。
1963年までは,ア メ リカは,そ の国際収支の赤字が短期 的傾 向にす ぎない
と主張 して,ヨ ーロ ッパ諸 国の中央銀行に協力を求め る仕方 で ドル防衛につ
とめた。 ヨーロ ッパ諸国 もまた,国 際通貨体制 に対す る共 同責任 とア メ リカ
に対す る発言力強化を狙 って,ア メ リカの ドル防衛策 に協力 して きた。 しか
し1963年以後,ア メ リカ国際収 支の赤字傾 向が長期的 な性格 を もつ ものであ
る ことが 明 らかに なるに つれ て,ヨ ーロ ッパ 諸国の 協力意欲 は 急速 ににぶ
り,ア メ リカの ドル防衛策 は限界 にぶつか る こととな った。
そ こで,国 際流動性 を どの よ うな手 段で 供給 し,そ の 適正量 を 確保す る
か,と い う問題が発生す る。そ してそれを きりかけ と して,国 際通貨基金 が
国際通貨 問題の 舞台 に 本格的 に 登場す る こ ととな るの であ る。 す なわち,
1964年の10力国蔵相会議 お よび国際通貨基金 の年次総 会を通 じて,ア メリカ
は,国 際通貨基金の割 当額の大幅引上 げに よる国際通貨基金 の強化案 を提 唱
し,現 制度そ の ものには手 をつけ る ことな く,流 動性 の増 加を図 ろ うと主張
したのに対 し,フ ラ ンスを先頭 とす る ヨーロ ッパ諸 国は,国 際通貨基金 の外
で,諸 国の協力に よって新 しい国際通貨を創 出 しよ うとす る,い わゆ るベル
ソシ ユタイ ン案(複 合準備通貨案)を 提唱 した。 しか し,ベ ル ンシュタイ ン案
に はア メ リカに金融節度(デ フレ政策)を 要求す る含みがあ り,そ こか らベル
ソシ ニタイ ン案 には世界貿 易の前途に デ フ レ作 用を もた らす危険 がないか,
とい う危惧が もたれ,さ らに議論 が発展 して,国 際通 貨基金 を世界 の中央銀
行に改組 し,国 際流動性 を超 国家機関の もとで管理 す るとい うトリッブイ ン
案 が現 在の論議 の中心 とな って いる。
国際通貨のい まひ とつの問題 と して,為 替相場 の調整問題があ る。現在為
替相場は国際通 化基金の管理 の もとで,事 実上釘付け され てい るが,そ の結
果,為 替相場 の変動 に基礎 をお く国際収支調整 メカニズ ムの機能 が麻痺 し,
各 国は国際収 支 の調整を貿 易統制 にた よ らざるを えない状態 にあ る。 これ は
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自由競争 の長所 を発揮せ しめ よ うとす る国際通貨制度の 目的 とは全 く矛盾す
る。 したが って今後 の国際通貨制度に関す る論議 においては,当 然,変 動為
替制 の問題 が取上 げ られ なければ な らない。
第4章 はガ ッ トをめ ぐる世界貿 易の推 移を展望す る。 もともとガ ヅ トは,
グ ローバルな観点か ら世界貿 易の無差別的 自由化を 貿 易障害(関 税 ・非関税)
の漸減に よって実現 しよ うとす る ものであ るが,国 際通貨基金 の場合 と同様
に,こ こで も戦後 の実際は最初 の 目的 と大 き く食違 うことに な った。
まず,戦 後 ヨーロ ッパ の経済復 興 とい う焦 眉の急が,マ ーシャル ・プラ ン
お よびOEEC(欧 州経済協力機構)を 成立せ しめ,そ れがOEEC内 部の貿
易 自由化 とア メリカ商品に対す る差別待遇 とい う,ガ ッ ト本来 の無差別主義
と矛盾す る差別主義 を生み 出 した。 さ らに,ガ ッ トの関税 引下げ交渉 自体 か
らも,自 由貿 易に対す る障害が生み出 され て きた。す なわ ち,ガ ッ ト関税交
渉 が回を重ね るに したが って,も とも と関税率 の低か った国に とっては,交
渉 の対象 とな しうる品 目が少 くな り,交 渉 上不利 な立場に置れ るよ うにな っ
た。 さ らに また,ガ ッ トにおいて交渉品 目外 とされ ている第一次産品に対す
る各 国の保護措置が 目立つ よ うに な り,そ こか ら,一 国の関税引下げは一 国
の犠牲であ って,他 国の譲歩 に よ り補償せ らるべ き ものであ る,と い う保護
貿易の観念が醸成 され るにいた った。
さ らに重要な ことはEEC(欧 州経済共同体)とEFTA(欧 州自由貿易連合)
の分裂であ る。 もともとEECは ガ ッ トで認め られてい る関税同盟形成権 を
基盤 として1955年設 立 され たが,そ こには米 ・ソに対抗 し うる第 三勢力を形
成 しよ うとい う政治 的狙 いが含 まれ ていた。 これに対 して イギ リスをは じめ
とす る ヨーロ ッパ 周辺諸 国(現 在のEFTA加 盟国)は,国 家主権 をで きるだ
け温存 しなが ら貿 易 自由化 を漸進的に進め るべ きであ ると考 えて,現 在のE
EC諸 国を含む大 きなEFTAの 形成 を主張 した。 しか し,そ の大EFTA
構想 は,自 国の発言力 の強化を願 うフラ ソスの反対 と,冷 戦 の進行 とともに
ヨーロ ッパの強力 な結合 を必要であ る と考 えていた アメ リカの反対のために
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挫折 して,現 在 のEECとEFTAの2つ が形成 され ることとな った。その
EECが 皮 肉に もア メ リカに脅威 とな るのであ る。 まずEECの 域外関税 が
ア メ リカの輸出品に対 して差別待遇を与 え る。 さ らに,EECの 発展 が アメ
リカか らの資本流 出を促が して,ア メ リカ国際収支 の悪化傾向を刺激 した。
ヨーPtッパ経済 の再建に 最大の貢献を行 な ったア メ リカが,そ の結果,EE
Cと い うフラ ンケ ンシュタイ ンの怪物 をつ く り出 したわけであ るが,こ の よ
うな事情 を背景 と して案 出され た アメ リカの対策が,現 在問題 とな っている
1962年成立 の通商拡 大法(ヶ ネディ・ラゥンド)であ る。
通商拡大法におけ るアメ リカの狙 いは こ うであ る。 まずそれ は,EECの
出現に よって タガのゆ るんだ西側諸 国の結束の強化,ド ル防衛 の強化,グ ロ
一ー・〈ル な 自 由貿 易 の 促 進 を 目的 と して ,大 統領 にEECと の関税 引下げ交渉
権を一一括 して大幅に与 え よ うとす る ものであ るが,そ の内容 は,ア メ リカ と
EEC諸 国の 輸 出が 世界貿易の80%以 上を 占め る 品 目につ いては関税の全
廃,そ の他の品 目については一括50%の関税引下げ,ア メ リカの関税率5%
以品下の 目につ いてはそ の全廃であ る。
通商拡 大法は,も ともとイギ リスがEECに 加盟す るとい う前提 で成 立 し
たのであ るが,フ ラ ンスの反対 に よるイギ リスの加盟失敗は,通 商拡大 法の
目的 を 骨抜 き に した。 す なわ ち,イ ギ リス,ア メ リカお よびEEC諸 国の
輸出で世界貿易の80%以上を占める品目は25品目と推算されていたのに対 し
て,イ ギ リスを 除外す る場合,そ れ はわずか2品 目(航空機と植物油)に 減少
し,貿 易 の100%自 由化の対象が な くな って しま うか らである。 さ らに,50
%関 税 引下げの見通 しも決 して明る くない。 とい うのは,EEC側 がそ の農
業保護政策 の態 度を崩そ うとは しない し,ま た,関 税以外 の貿易障害 につい
ての配慮が なされ てお らず,さ らに,50%関 税引下 げにつ いて もガ ッ トの場
合の よ うな品 目別交渉 に陥 って しまって,一 括引下げが実際に行 なわれ な く
なる公算が大 きいか らである。
以上がガ ットをめ ぐる現在の状 況であ るが,も しこの ケネデ ィ・ラ ウン ド
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が失敗す るならぽ,そ の後はど うなるであろ うか。 おそ らく,ア メリカーイ
ギ リス ・グループとEEC諸 国との分裂が決定的 となって,ア メリカ自身世
界貿易の 自由化への意欲を失い,そ してアメリカ自身がカナダおよびイギ リ
スと特恵貿易を行 な うとい う,世界経済の地域主義が促進 されるであろ う。
第5章 の議論は,世 界銀行か ら出発 して,発 展途上国の問題,先 進国対発
展途上国の問題に進む。
世界銀行は もともと開発の遅れた国に対する長期 ・低利の資本供給を目的
のひ とつ として設立 されたが,そ の融資条件が厳格であったために,開 発資
金を求める多 くの国の容易に利用 しうるところとはな りえなか った。世界銀
行の融資条件が厳 しいことは,世 界銀行協定の起草者が 貸付国(先進国)側
であ り,また1930年代のような長期 国際投資の支払不能 といった事態の発生
を回避 しよ うとする意図に もとついた ものであるとはいえ,世 界銀行か らの
融資は多 くの場合発展途上国に とっては高嶺の花であ り,そのために発展途
上国側に不満をひき起 こした。さらに また,世 界銀行は,当 初,小 国が大国
の指導の下で緩慢なが ら着実に発展 してい く状態を予想 していたが,戦 後の
実際は,相 つ ぐ植民地の独立,冷 戦の進行,先 進国側の分裂 といった事情か
ら,先 進諸国は新興国を自己の勢力圏にひき込むべ く,贈与,借 款その他の
援助を二国間ベースで行 な うよ うにな り,その結果,開 発資金の供給とい う
世界銀行の職能は大き く妨げ られ ることになった。のみならず,発 展途上国
はそのような二国間経済援助 につきがちな各種の拘束条件(ヒ モ)に抵抗す
るようにな り,国連におけ る多数の力を利用 して,よ り大量の資本をよりゆ
るい条件で 供給す るよ うに,先 進国側に圧力をかけ るように なった(国際開
発協会一第二世銀一IDA,国際金融公社IFCの成立)。
さらに,発 展途上国側において もその経済政策に変化がみ られ る。戦後の
初期においては,資 本が戦略的に最 も重要なものであるとの観念が一般的で
あったが,時 の経過 とともに,経 済発展 とは単なる資本蓄積の問題に止 らな
い,教 育水準 ・技術 ・知識の向上を含むひろく社会全体の構造転換を遂行す
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る過程であることが理解 され るよ うになった。発展途上国の経済政策はその
ような経済思想の変化を反映 して変動 した。 まず発展途上諸国は,ナ シ・ナ
リズムの燃え上が りに支え られて,先 進国か らの流入資本を工業化,特 に輸
入代替工業の育成に向けたが,そ のような政策は,技 術 ・知識の不足,労 働
力の劣質,市 場の狭 さのために行詰 らざるをえなかった。そ こで発展途上諸
国は教育投資,新 技術の導入に投資方向をかえると共に,輸 入代替工業育成
策か ら輸出向工業の 育成策(・utward1・・kingindustrializati・np・licy)および
発展途上国相亙間の地域統合推進(EECの発展に刺激される)に打開策を求め
るよ うになった。
しか しこのことは新 しい問題を提起す る。 まず,発 展途上国相亙間の地域
統合は,ガ ットの無差別原則 と矛盾する。 また発展途上国の 輸出向工業化
は,先 進諸国の各種の貿易制限措置 と衝突す る。た しかに先進国の貿易制限
は,発 展途上国の工業品輸出に大 きな障害 となっているばか りでな く,第一
次産品の加工輸出の発展に とっても障害 となっている。さらに,先 進国の農
業保護政策お よび余剰農産物の放出が,発 展途上国の輸出伸長を妨げている
とい う事情が 加わる。 このよ うな発展途上国側 の不満が表面化 したのが,
1964年の国連貿易開発会議(UNCTAD)で ある。
国連貿易開発会議におけ る発展途上国側の不満は,一般 的にいって,先 進
国側は発展途上国を差別 しすぎるとい うことであるが,だ か らといって,発
展途上国の要求は,そ の差別 を廃 して 無差別 にせ よとい うので はな く,逆
に,発 展途上国に有利 な差別を先進国側が認め るべきだとい うのである。具
体的にいえば,そ の要求は,第 一次産品の価格安定,発 展途上国か らの工業
品 ・準工業品輸出に対する先進国側の特恵的優遇措置,発 展途上国に対す る
低利 ・長期資本の大量供給である。
これ らの要求については次のよ うに論評す ることができる。 まず,国 際協
定による第一次産品価格の安定 といっても,要 するにそれは,輸 出価格の引
上げを狙 うものであ り,また価格安定のための国際協定 も実際には行政的に
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実行不可能であろ う。発展途上国輸出品に対する優遇措置について も,そ の
程度 と対象 とすべ き品 目について曖昧 さを避けえない。さらに,低 利 ・長期
資本の供給についても,発 展途上国はその返済を輸出品によって行なお うと
考えてい るのであるか ら,それは保護政策の一変種に他ならない。いずれに
せ よそれ らの要求は,世 界資源の合理的配分を乱す ものであるか ら,経済的
見地か らは容認できない。 もし別の見地に立 って発展途上国のそのよ うな要
求を満そ うとす るな らぽ,先 進国側か らの直接的所得移転 によって行な うほ
うが望 ましい。すなわち,自 由貿易 と所得移転の併用が望 ましい。 しか しな
が ら,そ のような解決方向 といえども,現 在の先進国側の分裂状況 と保護
(特に農業)政策,発 展途上国側のさかんなナシ・ナ リズムを考慮す るとき,
必ず しも近い将来に期待 しうるところではないように思われ る。
(4)
以上が本書の大要であ る。100ペー ジそ こそ この紙面で これだけの問題を
取上げるのであるか ら,各 問題の詳細については割愛されているが,そ の反
面,問 題の本質,問 題相亙間の関係 ・位置づけに関する著者の手腕は見事で
ある。世界経済論に関す る最良の入門書 ・概説書 としてひろく推薦 したい。
著者は,本 書の末尾で,「 これ らの問題について何 らかの解決策を私が も
ち合せているとは考えないでいただきたい。いずれにせ よ,本 書の目的は,
国際経済機構の当面する諸問題を叙述 し,説 明することであって,決 して解
答を与えよ うとするものではない」(p・100)と述べて,何 ら具体的な政策提
唱を行なって いない。 世界経済の将来についてどう対処すべ きかについて
は,読 者が考えていかなけれぽならないのであるが,こ の点について筆者 自
身の考え方を書 き加えて この紹介を終 りたい。
た しかに,戦 後 ブレトン・ウッズ体制が発足 した当時,各 国には国際協調
の精神が行きわたっていたが,い まやそれ も薄れて,各 国に自国本位の利己
的態度が強 まってきた。 これが本書の基礎をなす考え方であるが,そ こか ら
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われ われ が直 ちに,世 界経済 が戦前 におけ るよ うな無秩序 の こ非善隣.時 代
に逆戻 りしつつあ る とか,国 際協調は空想 に しかす ぎない,と 考え ることは
誤 りであ る と思 われ る。
ブ レ トソ ・ウヅズ体制は,過 去の苦 い経験か ら,国 際協調 の必要性 を学 び
とってつ くられ た ものであ る。本 書で明 らか な よ うに,現 体制 には激 しい批
判 がむ け られて い るが,現 体制 を廃止 すべ しとい う意見 はない。 それは丁
度,国 連 の機能 に失望を感 じなが らも,国 連 を廃止すべ しとい う意見が ない
ことと符合す る。 この事実は,世 界経済の円滑 な運営 ・発展 のためには,国
際協調が不可 欠であ る とい う認識 においては,国 際世論が一 致 してい る証拠
で あろ う。 この点に関す る意見 の一致がす るかぎ り,あ とは方 法の問題,妥
協 の問題であ る。現在 論議 され てい る困難 な問題 も,実 は国際協調 の方法,
妥協の程度に関す るものであ る,と われわれ は考 えたい。世界経済が再 び過
去 の こ非善隣.時 代 に戻 りつつあ る と考 え ることは,過 去 の教訓 を忘れた敗
北 主義的な考 え方で あ る。論議 の表面 にあ らわれ る政治的駆 引 きに眼を奪わ
れ る ことな く,そ の基底に流 れてい る国際協調 の精神を見定 めて,ミ ュル ダ
ールのい う,ど んな小 さな ことで も,な にかが達成 され るな らば,そ の実績
が次の成功 をひ き 起 こす 条件 とな るとい う国際協力の 累積効果(北 川一雄濫
訳 「G・ミュルダール,福祉国家を越えて』 昭38.ダイヤモンド社、276ぺ■・一ジ)を 狙
って,た ゆむ ことな く 「新 しい貿易政策 を求 めて」いかなけれ ばな らない,
と私 は考 えてい る。
